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要　旨
　1980 年代以降、NPO と企業によるパートナーシップの形成が行われている。このパート
ナーシップは、社会問題の解決に有効な方法の一つであり、両組織に有益な成果をもたらす
ことが期待されている。一方で、パートナーシップによって組織に弊害が生じる可能性が既
存研究で指摘されている。しかし、パートナーシップの弊害を理論的視点で分析した研究は
不足している。本稿の目的は、① NPO と企業のパートナーシップに関する既存研究を整理
し、パートナーシップは両組織に対して有益な結果を与えるのみでなく、NPO に弊害を生
じさせる可能性があることを指摘することと、②「なぜパートナーシップによって NPO に
弊害が生じるのか」をドメインと正当性の概念を用いて明らかにすることである。本稿の貢
献は、NPOと企業のパートナーシップに関する既存研究を整理し、研究が不足しているパー
トナーシップの弊害に着目し、「なぜNPOに弊害が生じるのか」を明らかにしたことである。
1.　はじめに
　1998 年の NPO 法（特定非営利活動促進法）の制定後、日本において NPO 法人（特定非
営利活動法人）を始めとする NPO（非営利組織）の活動が活発になっている。東日本大震
災後の復興支援においても、多くの NPO 法人によって支援物資の供給などの活動が行われ
た。このように今後も活躍が期待される NPO 法人だが、組織の運営に問題を抱えている法
人は少なくない。特に、人材や資金などの経営資源をいかにして獲得するかという問題は、
NPO 法人にとって重要な問題の一つである。
　経営資源の獲得は、NPO にとっての課題として捉えられてきた。なぜなら NPO が独自
のミッションを持ち、専門的な活動を効率的に行うには、安定的な財源の確保が必要である
からである（松行、松行、2004）。伝統的に NPO は、補助金や寄付を財源としてきた。し
かし行政機関による補助金の削減や寄付の減少によって、NPO は、他の財源を確保しなけ
ればならなくなっている（Eweje and Palakshappa, 2007）。
　このような背景もあり、1980 年代以降、NPO と企業のようにセクター（1）を越えてパー
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トナーシップを形成する組織が増加している。たとえば環境保護活動をしている多くの
NPO は、同じ考えを持った NPO や企業とパートナーシップを形成することで、環境につ
いての意識を社会に普及させている（Iyer, 2003）。このようにNPOと企業のパートナーシッ
プは、単一のセクターでは解決できない社会問題の解決を促進することができる。日本にお
いても、NPO と関わりをもつ企業は増加傾向にある。たとえば、愛知県は 2001 年と 2011
年に企業に対して「NPO と関わりの有無」を調査している。あいち NPO 交流プラザ（2011）
によれば、NPO と関わりがあると答えた企業は、2001 年には 23.9％であったが、2011 年
には 37.4％に増加した。
　NPO と企業によるパートナーシップの増加とともに、パートナーシップに関する研究も
増えつつある（Ahlstrom and Sjostrom, 2005; Waddock, 1991; Austin, 2000; Austin and Sei-
tanidi, 2012a; Berger, Cunningham and Drumwright, 2004; Eweje and Palakshappa, 2009; 
Porter and Kramer, 2011; Seitanidi and Crane, 2009; Selsky and Parker, 2005; 松行、松行、
2004; 小島、平本、2011; 馮、2013; 横山、2003）。しかし、NPO と企業のパートナーシップ
に関する研究はまだ十分な蓄積はなく、萌芽期の段階にある（大倉、2009）と言われている。
　多くの既存研究では、パートナーシップによって各組織に有益な結果がもたらされるとさ
れてきた。しかし企業とパートナーシップを形成することによって、弊害が生じる可能性も
指摘されている（Ahlstrom and Sjostrom, 2005）。パートナーシップによって生じる弊害は、
パートナーシップを崩壊させるのみでなく、連携事業以外の NPO の活動に対して影響を及
ぼす可能性がある。このような弊害に対処するために、パートナーシップによってなぜ弊害
が生じるのかを明らかにすることは、パートナーシップのみでなく、NPO の運営の点にお
いても意義深いといえる。
　本稿の目的は二つある。ひとつめの目的は、NPO と企業のパートナーシップのプロセス
に関する既存研究を整理し、パートナーシップは両組織に対して有益な結果を与えるのみで
なく、NPO に弊害を生じさせる可能性があることを指摘することである。パートナーシッ
プのプロセスには、パートナーの選択からパートナーシップの実行、終結までが含まれる。
それゆえ本稿では、パートナーシップのプロセス全体にかかわる研究を整理する。ふたつめ
の目的は、「なぜパートナーシップによって NPO に弊害が生じるのか」をドメインと正当
性の概念を用いて明らかすることである。
　本稿の構成は次のとおりである。まず第 2 節で NPO と企業のパートナーシップを定義す
る。次に第 3 節で NPO と企業のパートナーシップに関する既存研究を整理し、パートナー
シップは両組織に対して有益な結果を与えるのみでなく、NPO に弊害を生じさせる可能性
があることを指摘する。さらに第 4 節でドメインと正当性の視点からパートナーシップに
───────────
（1） 奥林、稲葉、貫（2002）によると、セクターは次の三つのセクターにわけられる。それらは、「私的セ
クター」、「公的セクター」、「共的セクター」である。NPO は、「共的セクター」に属する組織である。
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よってなぜ弊害が生じるのかを説明する。そして第 5 節で本稿のまとめと貢献、限界点を示
す。
2.　NPOと企業のパートナーシップとは何か
　NPO と企業のパートナーシップに関する研究はまだ十分な蓄積はなく、NPO と企業の間
で形成される組織間関係の呼び方や定義は統一されていない（横山、2003）。本節の目的は、
NPO と企業の間で形成される組織間関係の本稿における呼び方と定義を確定することであ
る。
2.1　戦略的提携とパートナーシップ
　複数の組織による組織間関係の形成は、1970 年代以降企業間で行われており、「提携
（alliance）」と呼ばれてきた。1970 年代に行われていた提携は、企業力格差を持つ企業間の
支配、従属関係が一般的であった。しかし 1980 年代から、提携は質的変化を見せ始めた（竹
田、1992）。1970 年代以降の提携は、契約内容、コントロール、資源所有の面で、従来の
非対称関係から対称関係に変容したのである。このような質的変化から、1970 年代後半以
降の提携は「戦略的提携（strategic alliance）」と呼ばれ、従来の提携と区別される（陳、
2005）。
　一方、企業と NPO の組織間関係の呼び方や定義は、研究者によって異なる。たとえば、
Eweje and Palakshappa（2009）は、ソーシャルパートナーシップと呼んでいる。また、ク
ロスセクターコラボレーション（Bryson, Crosby and Stone, 2003; Logston, 1991）やクロ
スセクターパートナーシップ（Cornelius and Wallace, 2010; Googins and Rochlin, 2000; 
Selsky and Parker, 2005）、パートナーシップ（Iyer, 2003; Seitanide and Crane, 2009; 馮、
2013; 横山、2003）と呼ぶ研究者もいる。Martinez（2003）は、NPO と企業の対等な組織
間関係を伝統的な戦略的提携の傍系として捉え、パートナーシップと呼んでいる。本稿では、
企業間で形成される組織間関係と、NPO と企業の間で形成される組織間関係を区別する。
よって、NPO と企業の間で形成される組織間関係を「パートナーシップ」と呼ぶ。
2.2　NPOと企業のパートナーシップの定義
　呼び方と同様に、NPOと企業のパートナーシップの定義は統一されていない。パートナー
シップの初期の研究者である Waddock（1988）は、パートナーシップを「異なる経済セク
ターの組織と深く関与し、時間や努力（effort）のような個々の資源のコミットメントを行
う関係」と定義している。また、Googins and Rochlin（2000）は、資源の移転が一方向に
しか行われない関係（2）はパートナーシップに含んでいない。つまり、「お互いの資源が双方
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向で移転される関係」をパートナーシップとみなしているのである。さらに、Bryson, 
Crosby and Stone（2006）は、「単独のセクターでは達成できない成果を達成するために、
二つ以上のセクターの組織によって、情報、資源、活動、能力が共有される（関係）」であ
ると定義している。
　以上のパートナーシップの定義には、二つの共通点が存在する。ひとつめの共通点は、二
つ以上の組織が協力して活動を行うという「共同性」または「協力性」である。ふたつめの
共通点は、ある目的にむかって活動するという「目的性」である（馮、2013）。
　既存研究におけるパートナーシップの定義では、活動主体を必ずしも NPO と企業に限定
しているわけではない。そのため、NPO と行政機関が形成する協力関係もパートナーシッ
プの形態としている研究者もいる。しかし、戦略的提携との区別でパートナーシップを特徴
づけている Minette（1996）は、企業のパートナーとして、少なくとも一つは NPO が含ま
れることをパートナーシップの特徴としている。
　以上述べたように、次の二つの特徴がパートナーシップの特徴である。①「共同性（協力
性）」、②「目的性」の二つの特徴である。またパートナーシップの活動主体は、NPO と企
業である。以上から本稿では、「NPO と企業が、単独の組織では達成できない成果を達成す
るために形成する協力関係」としてパートナーシップを定義する。よって、図 1 の太枠で囲
んだ位置にパートナーシップが位置付けられる。
3.　NPOと企業のパートナーシップに関する既存研究の整理
　本節では、NPO と企業のパートナーシップに関する既存研究を整理する。戦略的提携の
───────────
（2） 企業による寄付や製品提供のような、企業が NPO を一方的に支援する関係のことを指す。
図 1　パートナーシップの位置づけ
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既存研究では、提携締結前に最適な提携相手を選択することが、提携の成果につながるとい
う立場と、提携を契約締結後に事後的にうまく管理することが、提携の成果につながるとい
う二つの立場で研究が行われてきた（中本、2013: 138）。しかし現実的には、提携相手の選
択から提携の実行、終結までが提携のプロセスに含まれる。それゆえ、提携のプロセス全体
に関わる研究を整理する必要がある。
　そこで本節では、Kale, Dyer and Singh（2002）と中本（2013）が指摘する戦略的提携の
プロセスを基に既存研究を整理した。なぜなら、パートナーシップは戦略的提携の傍系とし
て捉えられるからである。図 2 に示すように、パートナーシップのプロセスには異なる四つ
の段階がある。すなわち、①パートナーシップの計画策定、②パートナーの選択、③パート
ナーシップの実行・継続、④パートナーシップの終結という四つの段階である。
3.1　パートナーシップの計画作成の段階
　パートナーシップの計画作成の段階では、NPO と企業のパートナーシップを形成する目
的に焦点を当てた研究が行われている。
　NPO がパートナーシップを形成する目的の一つとして、組織活動に必要な資源の獲得が
既存研究で指摘されている（Hoffman, 2009; Martinez, 2003; Selsky and Parker, 2005）。
Martinez（2003）は、NPO が企業とパートナーシップを形成するようになった背景として、
行政からの補助金や助成金が減少し続けていることを指摘している。そのため、NPO は行
政に代わって経営資源を供給してくれる組織を探さなければいけなくなった。日本において
も NPO 法人に対して行政から補助金による支援が行われており、補助金に依存している
NPO 法人は少なくない。しかし、補助金の多くは期限が定められているため、補助金以外
の経営資源を獲得する必要がある。
　また、政府の取り組む社会的課題の範囲が縮小し、社会的課題解決の主体としての政府の
役割が減少したことで、NPO が提供するサービスに対する需要が高まっている。日本にお
いても、NPO 法人の役割に対する認識の広がりとともに、NPO 法人の活動領域が拡大して
いる。2011 年には、NPO 法に特定非営利活動として新たに三つの項目が加えられた。この
図 2　パートナーシップのプロセス
出所：Kale, Dyer and Singh（2002）、中本（2013）を筆者が加筆、修正。
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ように、NPO は活動の幅を広げるために、組織活動に必要な資源が増加しており、組織活
動に必要な資源の獲得がより求められている。
　企業がパートナーシップを形成する目的の一つとして、コミュニティや顧客のようなステ
イクホルダーからの正当性の獲得が既存研究で指摘されている（Eweje and Palakshappa, 
2009; Flack and Heblich, 2007; Martinez, 2003; Sharfman, Gray and Yan, 1991）。Sharfman, 
Gray and Yan（1991）によれば、ステイクホルダーから企業が良い評価を得ていない場合に、
企業は NPO とパートナーシップを形成する。なぜならパートナーシップを形成することで、
企業に対するステイクホルダーからの評価を改善することができるからである。Davis
（1973）によると、企業がステイクホルダーと良好な関係を構築し、維持するためには、ス
テイクホルダーから正当性を獲得する必要がある。なぜならステイクホルダーから与えられ
た正当性は、企業の事業活動自体に影響を及ぼすからである。このように、企業が NPO と
パートナーシップを形成する目的の一つは、NPO と協力してステイクホルダーの関心のあ
る活動に取り組むことで、ステイクホルダーから正当性を獲得することである。
3.2　パートナーの選択の段階
　パートナーの選択の段階では、「パートナーシップを成功させるために、どのようなパー
トナーを選択すればいいのか」を明らかにするための研究が多く行われている。これらの研
究では、「NPO と企業の間で、どのような要素が適合すればよいのか」に焦点が当てられて
いる。パートナー間での要素間の適合が重要視される理由は、要素が不適合の状態でパート
ナーシップを形成すれば、弊害が生じる可能性があるからである（Selsky and Parker, 
2005）。
　NPO に弊害が生じることを避けるために、パートナー間の適合性（compatibility）は重
要である（Martinez, 2003）。既存研究では、次の二つの要素がパートナー間で適合する必
要があると指摘されている。その要素とは、①組織のミッションと②資源である。
　パートナー間での組織のミッションやビジョンの適合は、パートナーシップによって成果
を上げるために必要である（Berger, Cunningham and Drumwright, 2004）。佐々木（2001）
は、NPO と企業がパートナーシップを組む第一段階は、メンバーに共通する目的や問題が
何かを明確化することであると指摘している。たとえば、フォロン社とグリーンピースの
パートナーシップでは、倒産の危機にあったフォロン社は、自社の所有する技術で工場を守
るというビジョンを持っていた。一方でグリーンピースのビジョンは、フロンガスの削減や
全廃であった。フォロン社の所有する技術は、環境負荷の低い冷凍・冷蔵技術であったため、
この事例では NPO と企業のビジョンが適合していたといえる。
　また企業の製品あるいは産業と、NPOが取り組んでいる社会問題が適合していると、パー
トナー間でのミッションやビジョンの適合は、適合していないパートナーに比べて容易であ
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る。たとえば化学薬品企業は、化学薬品による環境汚染の監視や批判を行う NPO とパート
ナーシップを形成する傾向にある。なぜなら、化学薬品企業と当該 NPO は、「化学薬品に
よる環境汚染を防ぐ」という共通のビジョンを掲げている場合が多いからである（Iyer, 
2003）。このようなパートナーシップでは、企業の活動領域と NPO の活動領域が重なって
いるため、パートナー間でミッションやビジョンを適合させることが、活動領域が異なる
パートナーに比べて容易である。
　パートナー間で適合する必要のあるふたつめの要素は、組織の資源である。パートナー
シップにおいては、パートナー間で資源の相互補完性があるかによって、資源が適合してい
るかどうかを判断する（Austin and Seitanidi, 2012a; 大倉、2009）。パートナーシップにお
ける資源の相互補完性とは、「社会問題に取り組むうえで、パートナーとなる組織が必要と
しているが所有していない資源と、当該組織が供給することが可能な資源が適合すること」
である。
　たとえば大倉（2009）は、NI帝人商事とNPO法人ピースウィンズ・ジャパンのパートナー
シップにおいて、資源の相互補完性があったことを指摘している。この事例では、NPO 法
人は、緊急支援現場で培ってきたテント改良に活用できる現場の情報という資源を保有して
いた。一方企業は、エアー型のテント技術という資源を保有していた。この両組織の資源は
補完的であり、パートナーシップによって緊急人道支援用テントの共同開発という成果が達
成された。
　既存研究において、NPO と企業間で移転あるいは利用されると指摘されている資源を表
1 にまとめた。このように資源の移転あるいは利用は、NPO と企業のパートナーシップに
おいて一般的にみられる形態である（Harris, 2012）。そのため、パートナー間での資源の
適合は、パートナーシップにおいて特に重要であると推測される。
表 1　NPO－企業間での資源の移転と利用
企業からNPO NPOから企業
移転
資金 ○
現物寄付 ○
専門的な知識、経験、アドバイス、情報 ○ ○
利用
スタッフの時間 ○ ○
サービス ○ ○
第三者からの寄付 ○
事業資産 ○ ○
ブランドネーム ○ ○
出所： Harris (2012) Nonprofits and Business: Toward a Subfield of Nonprofit Studies、
p.896、Table1 を基に筆者作成。
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　以上、パートナー間で適合する必要がある二つの要素を述べた。このようにパートナーの
選択の段階では、NPO と企業の間で、どのようなミッションやビジョンあるいは資源が適
合すればよいのかを明らかにする研究が行われている。パートナーの間での要素の適合に関
する主な研究は、表 2 に示した。
3.3　パートナーシップの実行・継続の段階
　パートナーシップの実行・継続の段階では、多様な視点から研究が行われている。
　Austin and Seitanidi（2012a）は、資源を統合する必要性を指摘している。3.2 で指摘し
たように、パートナー間で資源に相互補完性があることは、パートナーシップの成果を達成
するために必要である。彼らによれば、相互補完的な資源は、次の二つのタイプに分けられ
る。①一般的な資源と②組織に特有の資源の二つである。①の一般的な資源には、企業の資
金や非営利的な活動をしているという NPO の評判などが含まれる。これに対し、②の組織
に特有な資源には、企業の特定の業界に対する知識や、NPO の特定の社会問題に対応する
ノウハウなどが含まれる。これら二つのタイプの相互補完的な資源を統合することによっ
て、NPO と企業は価値を生み出すことができるのである。
　佐々木（2001）は、NPO と企業がそれぞれ具体的なビジョンを明確にする必要があるこ
とを指摘している。佐々木（2001）によると、グリーンピースのビジョンは、フォロン社
との共同開発によりノンフロン冷蔵庫を普及させることであった。一方フォロン社は、家電
製品にグリーンフリーズ技術を付加することで市場での競争優位性を獲得することを具体的
なビジョンとしていた。
　また、NPO と企業がそれぞれ具体的なビジョンを明確にするのみでなく、具体的な成果
目標を設定する必要がある。なぜなら各セクター、各組織で「何を成果として評価するか」
は異なるからである。パートナーシップの動機は、利他主義、功利主義、利己主義が混ざっ
ている（Austin and Seitanidi, 2012a）。NPO は利他主義が動機となる傾向にある（Milne, 
Iyer and Gooding, 1996）が、企業はイメージ向上のような利己主義が動機となる傾向にあ
る（Iyer, 2003）。佐々木（2001）は、グリーンピースとフォロン社が、「ノンフロン冷蔵庫
表 2　パートナーの間での要素の適合に関する主な研究
適合領域 研　　　究
ミッション、
ビジョン
・Austin and Seitanidi（2012a, 2012b）
・Berger, Cunningham and Drumwright（2004）
・Iyer（2003）
・Selsky and Parker（2005）
・Stafford, Polonsky and Hartman（2000）
・Waddock（1988, 1991）
・佐々木（2001）
・大倉（2009）
資源 ・Austin and Seitanidi（2012a, 2012b）
・Berger, Cunningham and Drumwright（2004）
・Harris（2012）
・Iyer（2003）
・Seitanidi and Crane（2009）
・大倉（2009）
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を市場に出す」という具体的な成果目標を明確に設定していたことを明らかにしている。
　Simpson, Lefloy and Tsarenko（2011）は、パートナーシップのコントロールに着目して
いる。彼らは、NPO が企業から主に資金提供を受けている場合、規則、契約、行動基準な
どを成文化することが多いことを指摘している。このことから、NPO と企業の信頼関係は
まだ弱いために、NPO は企業の機会主義的行動を防ぐために、成文化された制度の制定を
選択する傾向にあることが推測される。一方で Simpson, Lefloy and Tsarenko（2011）は、
NPO が規則などの成文化された制度のみでなく、共通の価値観や文化から形成される暗黙
的な規範を重視することも明らかにしている。大倉（2009）においても、パートナー間で
開発費用の負担や開発後のテントの購入の約束について、特に成文化することなく、口頭で
の確認のみが行われていた。
3.4　パートナーシップの終結の段階
　パートナーシップの終結の段階では、パートナーシップによって生み出される価値とパー
トナーシップによってどのような結果を得るかに焦点を当てた研究が行われている。
　Austin and Seitanidi（2012a）は、パートナーシップによって生み出される四つのタイプ
の価値を指摘している。ひとつめの価値は、組織の連結によって生み出される価値である。
パートナー以外の組織からの信頼がこのタイプの価値である。ふたつめの価値は、資源の移
転によって生み出される価値である。資金や現物寄付がこのタイプの価値である。三つめの
価値は、パートナー間で生み出される価値である。パートナー間での信頼や学習がこのタイ
プの価値である。四つ目の価値は、パートナー間の相乗作用で生み出される価値である。こ
のようにパートナーシップによって、各組織が別々に行った場合よりも、より大きな価値を
生み出すことができる（Austin, 2000; Austin and Seitanidi, 2012a; Googins and Rochlin, 
2000; Selsky and Parker, 2005）。
　Williams and Barrett（2000）によると、パートナーシップは、企業に次の有益な結果を
もたらす。まずレピュテーションやブランドイメージが改善することが指摘されている。ま
た、従業員満足度の向上や顧客のロイヤルティの向上もパートナーシップによって企業が得
る有益な結果である。さらに、CRM（cause-related marketing）（3）を行った場合、キャンペー
ン広告の認知度が高いことが指摘されている（Martinez, 2003）。
　パートナーシップは、NPO に次の二つの有益な結果をもたらす（Simpson, Lefroy and 
Tsarenko, 2011）。ひとつめの有益な結果は、資金の獲得が可能になることである。企業と
パートナーシップを形成することで、NPO は行政からの補助金や助成金、寄付以外の資金
───────────
（3） CRM とは、企業が社会的課題と自社のブランドやサービスを関連付けてキャンペーンを行い、社会的
課題の解決のために経済的、人的な支援を行いながら、自社の営業活動にも好影響を与えることを目的
とするマーケティング活動である（Andreasen, 1996）。
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源を獲得する。ふたつめの有益な結果は、当該 NPO や NPO が取り組んでいる社会問題に
対する認知度が高まることである。たとえば、企業のホームページや CSR 報告書等でパー
トナーシップの活動が紹介されれば、NPO が単独で広報活動を行うよりも、認知度を高め
ることができる。
　以上のように NPO と企業は、パートナーシップを形成することで有益な結果を得る。し
かし、企業とパートナーシップを形成することによって NPO に弊害が生じる可能性がある
（Ahlstrom and Sjostrom, 2005）。
　Martinez（2003）は、企業の非倫理的な行動によって NPO に弊害が生じることを指摘し
ている。たとえば環境保護を行っている NPO が企業 A とパートナーシップを形成し、日本
の里山の保護を行っていたとする。この場合、NPO と企業は環境保護に取り組んでいる組
織として、社会から認められる。しかし企業 A が海外に進出し、発展途上国の環境を破壊
すれば、企業 A のみでなく当該 NPO も役割を果たせなかったとして、社会から存在理由を
問われることになる。このように、企業が非倫理的な行動をとることによって、NPO の存
在理由が社会から問われる可能性がある（4）。その結果 NPO は、既存の後援者や寄付を失い、
存続の危機に陥る可能性がある。
　また Ashman（2001）は、企業の行動が NPO の支援者にとって不適切であると判断され
た場合、NPOは正当性を失い、経営資源の供給源を失うことを指摘している。Zadek（2001）
によると、企業はパートナーシップにおいて、企業にとってのみ有益な活動に従事する可能
性がある。そのため、企業の行動が NPO の支援者から不適切であると判断される可能性が
ある。このように、企業の非倫理的な行動によって、NPO は存在理由を失い、存続の危機
に陥るという弊害が生じる。
　NPO が企業に対して依存することで弊害が生じる可能性もある。パートナーシップは
NPO と企業の間で形成される対等な協力関係である。しかし、企業に比べて財政基盤が弱
いNPOにとって、企業から供給される資源はNPOの組織活動に不可欠である。山倉（1993）
によれば、組織が他組織の資源に依存すると組織間にパワー関係が生じる。そして、資源の
供給源の組織にパワーを行使され、独立性を維持できなくなるのである。よって、特定の企
業に資源の供給を依存している NPO は、供給源の組織にパワーを行使され、独立性を維持
できなくなる可能性がある。
───────────
（4） NPO とパートナーシップを形成することで企業にも弊害が生じる可能性はある。たとえば、NPO の非
倫理的な行動で企業の評価が下がるという現象が想定される。本稿では NPO に生じる弊害に注目した
ため、企業に生じる弊害については扱わない。しかし、NPO と企業によるパートナーシップの形成は、
3.1 や 3.4 で述べたパートナーシップのメリットや成果のみでなく、両組織に弊害を生じさせる可能性
がある。それゆえ、両組織に弊害を生じさせないパートナーシップの在り方について今後明らかにして
いく必要があるであろう。
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　また NPO は、企業や政府から独立した存在であることが求められてきた。なぜなら
NPO には、社会的な問題解決のための事業を引き受けると同時に、企業や政府に起因する
不公平な構造や状況を批判する役割があるからである。それゆえ企業の支援に依存すること
によって、NPO が独立性を失ってしまえば、この役割を果たせなくなる（Martinez, 
2003）。Andreasen（1996）は、NPO は企業とパートナーシップを形成することで、他の手
段より安定した大きな資源を獲得することができるが、企業の望む活動を求められることに
よって、NPO の活動が制約される可能性を指摘している。このように NPO が企業に依存
することで、NPO は独立性を失い、存続の危機に陥るという弊害が生じる。
　このように、パートナーシップは両組織に対して有益な結果を与えるのみでなく、NPO
に弊害が生じる可能性がある。
3.5　小括
　本節ではパートナーシップの既存研究を、Kale, Dyer and Singh（2002）と中本（2013）
が提示した戦略的提携のプロセスを基に整理し、パートナーシップは両組織に対して有益な
結果を与えるのみでなく、NPO に弊害を生じさせる可能性があることを指摘した。
　パートナーシップの計画策定の段階では、パートナーシップの目的に焦点を当てた研究が
行われている。またパートナーシップの終結の段階でも、パートナーシップの価値や結果に
焦点を当てた研究が行われている。Harris（2012）によれば、パートナーシップの価値、目
的は多様である。しかし、「各組織が別々に行った場合よりも、より大きな価値を生み出す
こと」が、パートナーシップを形成する目的として共通している。また、単独の組織では達
成できなかった成果を達成できたことが、パートナーシップの終結の段階の既存研究で明ら
かにされている。
　パートナーの選択の段階では、「パートナーシップを成功させるために、どのようなパー
トナーを選択すればいいのか」を明らかにするための研究が多く行われている。パートナー
を選択する際には、NPO と企業の資源や能力の補完性、価値やビジョンの適合を考慮する
ことが重要である（Austin and Seitanidia, 2012a, 2012b; Berger, Cunningham and Drum-
wright, 2004; Harris, 2012; Selsky and Parker, 2005）。
　パートナーシップの実行・継続の段階では、多様な視点から研究が行われているが、資源
を統合すること（Austin and Seitanidia, 2012a）、ビジョンや成果目標を明確にすること
（佐々木、2001; 大倉、2009）を強調する研究が多い。
　このように既存研究では、「パートナーシップによってどのような成果を得ることができ
るのか」あるいは、「どのようなパートナーを選択し、どのようにパートナーシップを形成
すれば、パートナーシップの成果を得ることができるのか」について主に研究が行われてき
た。これらの研究では、パートナーシップによって各組織に有益な結果がもたらされること
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を前提としている。しかし、パートナーシップには弊害も存在する。特に NPO 側に弊害が
生じる可能性がある。次節では、「なぜパートナーシップによってNPOに弊害が生じるのか」
をドメインと正当性の概念を用いて明らかにする。
4.　NPOと企業のパートナーシップにおけるドメインと正当性
　第 3 節では、NPO と企業のパートナーシップに関する既存研究を整理し、既存研究では
パートナーシップによって各組織が有益な結果がもたらされることを前提としていることを
指摘した。しかし、パートナーシップによって NPO には弊害が生じる可能性がある。本節
では、「なぜパートナーシップによって NPO に弊害が生じるのか」をドメインと正当性の
概念を用いて明らかにする。
4.1　パートナーシップとドメイン
　第 3 節で指摘したように、パートナーシップ形成後に NPO には弊害が生じる可能性があ
る。本項ではひとつめの弊害である「企業の非倫理的な行動によって、NPO が存在理由を
失うことで、なぜ NPO が存続の危機に陥るのか」をドメインの概念を用いて明らかにする。
　「ドメイン（domain）」という概念は、Thompson（1967）によって「組織の存在理由」あ
るいは「組織の生存領域」として捉えられている（藤田、2001）。どのような組織であっても、
ある事業を行うために必要なすべての活動や、資源を自己充足できる組織は存在しない。そ
のため組織にとってドメインの確立は、本質的に必要なことである。コミュニティにおける
保健機関を例にすると、ドメインは「①対象とする病気、②サービスを受ける集団、③提供
するサービス、に関して、組織体が明確に自分自身のものであると主張する縄張り」から成
り立っている（Thompson, 2003）。つまりドメインは、①当該組織の解決すべき課題、②サー
ビスの受け手、③提供するサービスによって確定される。Thompson（1967）によると、こ
の三つの側面から成り立つドメインには多様性があるため、同じセクターや同じ産業に属し
ている組織でも、ドメインに関して全く同じ組織は存在しない。
　NPO のドメインはミッションと深く関係する。なぜなら NPO のドメインはミッション
によって確定されるからである。個々の NPO は、自らの存在理由を示すミッション（mis-
sion）を持っている。組織の活動においてこのミッションが重視されることは、他のセクター
に属する組織にはない、NPO の特徴の一つである。NPO にとってミッションは、組織の中
核価値（core value）を含むものであり、「われわれは何を達成しようとしているのか」を組
織の成員に明示する（Drucker, 1990）。しかし掲げられたミッションの内容は、抽象的なも
のが多く、具体的な行動指針にはならない。そこで具体的な行動指針として、NPO はドメ
インを確定させる。ミッションは、組織が提供するサービスとその受け手を定義するため、
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NPO のドメインはミッションによって確定される（田尾、1999）。
　またドメイン概念は、組織がタスク環境（組織に直接的な影響を及ぼす環境）を構成する
利害関係者との間で、資源の交換を通した依存関係にあることを示唆している。ドメインは、
ある組織が任意に（勝手に）確立できるわけではなく、タスク環境を構成する利害関係者の
合意、支持があって成立するとされる。（藤田、2001）。そのため組織は、タスク環境を構
成する利害関係者によって何らかの望ましいものを提供していると判断されなければ、存続
に必要な資源交換を行うことはできない（Thompson, 1967）。
　加えて、当該組織と利害関係者の間で交換が行われるかどうかは、ドメインに関する事前
のコンセンサスに依存している。ドメイン・コンセンサスは、組織が何をし、何をしないか
ということについて、組織のメンバーならびに彼らと相互作用関係にある人々の双方の期待
を規定する。ドメイン・コンセンサスによって、不完全とはいえ、より大きなシステムにお
ける組織の役割のイメージがもたらされる。さらにドメイン・コンセンサスは、組織が他の
方向には行かないように、特定の方向に向けて行為を秩序づけるための、指針の役割を果た
す（Thompson, 1967）。
　ミッションによって確定された NPO のドメインが、当該組織だけでなく利害関係者に対
して価値がなければ、NPOは外部から存続に必要な資源を獲得できない。NPOは、財やサー
ビスの対価の多くを受け手以外（5）から得るため、多様な存在が利害関係者となり得る。そ
のため NPO のドメインは、多様な利害関係者にとって価値のあるドメインとして認められ
る必要がある。また、一度ドメインに対するコンセンサスが構築されると、NPO がコンセ
ンサスを構築した利害関係者から資源を獲得し続ける限り、当該 NPO の活動は、ドメイン
によって制約される。そのため NPO は、ミッションに沿っているが収益性のない既存の事
業から、ミッションとは関係のない別の事業へシフトするという行動をとることは難しい。
つまり NPO のドメインはミッションによって確定されるため、NPO の資源獲得手段は、
ミッションに対するコンセンサスによって制約されるのである。
　ミッションによって NPO が評価されることは、NPO の経営資源の一つである人材の獲
得手段も制約する。特に自発的な意図、関心から発生して組織される NPO 法人は、人材の
獲得手段が制約される傾向にある。NPO の人材は、その多くがボランティアである。田尾
（1997）によれば、ボランティアは、「他人に対して、自らの意志で自らの利害を捨て、加
えて、その行為への見返りを一切期待せずに行動する人々」と定義される。つまりボランティ
アとは、奉仕的であり、自発的であり、無償の行為を行う人たちである。組織という枠組み
で NPO を考えれば、ボランティアはその構成員であり、組織の存続には欠かせない。しか
しボランティアを組織に参加させ、留めておくことは困難である。
───────────
（5） 一般の人々、企業からの寄付、助成団体からの助成、行政からの補助金、ボランティアの労働力や能力
など。
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　Simon（1997）によると、個人が特定の組織に参加するのは、組織の目標が自らの個人的
な目標に直接的もしくは間接的に貢献するときである。貢献は組織のための目標が、参加者
である個人にとって個人的な価値を含んでいる場合に、直接的なものになる。個人が組織に
自らの活動を提供しようとする見返りに、組織がその人に対して報酬（6）を提供する場合に
は、間接的なものとなる。NPO にとって組織の目標とは、ミッションである。ボランティ
アの定義に基づけば、ボランティアは本来見返りを求めない存在であるため、NPO のミッ
ションが、参加者個人の目標に直接的に貢献する場合、ボランティアは NPO に参加する。
そのため理論的には、金銭などの外的な報酬は、ボランティアにとって直接的な組織参加の
誘因にはならない。つまり、営利企業や行政組織であれば、人材の獲得の手段として有効な
外的な報酬が、NPO にとっては必ずしも人材獲得の有効な手段とはならないのである。
　このようにミッションは、NPO の資源獲得手段を制約する。しかし一方で、NPO のミッ
ションは他組織から資源を獲得するために重要な役割を果たす。なぜなら他組織からミッ
ションが評価されれば、ドメイン・コンセンサスが構築され、NPO 存続に必要な資源を他
組織から獲得することが可能となるからである。それゆえ、パートナーシップのパートナー
である企業の非倫理的な行動によって、NPO のミッションが他組織から疑問視されること
は、NPO 自身の存続も危うくする。なぜなら、NPO のミッションが他組織から評価されな
ければ、NPO は他組織との間にドメイン・コンセンサスを構築することができないからで
ある。その結果、NPO は他組織から経営資源を獲得することができなくなり、存続の危機
に陥る可能性がある（図 3 参照）（7）。
図 3　パートナーシップの弊害とドメイン
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4.2　パートナーシップと正当性
　第 4.1 項では、パートナーシップにおける企業の非倫理的な行動によって、NPO が存在
理由を失うことで、NPO は他組織から経営資源を獲得することが難しくなることを指摘し
た。その結果、NPO は存続の危機に陥る可能性がある。本項では、ふたつめの弊害である
「NPO が企業に依存して独立性を失うことで、なぜ存続の危機に陥るのか」を正当性の概念
───────────
（6） この場合の報酬は、金銭的なものだとは限らない。
（7） 本稿ではパートナーとなる企業以外の組織からも資源を獲得している NPO を想定している。しかし、
企業の資源が NPO の存続にとって不可欠である場合は、NPO が資源獲得のためにミッションを変え
ることが想定される。
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を用いて明らかにする。
　正当性とは、モラル、価値、信念のような社会的に構築されたシステムにおいて、ある行
動が適切な、あるいは妥当だと認知される前提となるものである（Suchman, 1995）。制度
理論では、組織は正当性なしには存続することが困難であるため、正当性を獲得する必要が
あるといわれている（Sharfman, Gray and Yan, 1991）。そして制度理論では、組織が正当
性を獲得するためには、組織は制度化（institutionalization）されなければならない。組織
が制度化されるためには、組織は社会的価値観を組織内の諸活動に取り込まなければならな
い（藤田、2001）。つまり組織は、組織を取り巻く社会的な価値観、規範などを組織内の諸
活動に取り組むことによって制度化され、正当性を付与された存在となるのである。
　制度理論の対象となる制度は、法律などの成文化された制度のみではない。社会習慣とし
て制度のように機能している慣習も対象となる（DiMaggio and Powell, 1983; Scott, 
1995）。また Scott（1995）によると、制度には次の三つの側面が存在する（表 4 参照）。規
制的（regulative）側面、規範的（normative）側面、認知的（cognitive）側面である。これ
ら三つの側面は、それぞれ正当性の基礎となるものが異なる。規制的側面の制度は、法的に
認められるかどうかが正当性の基礎となる。規範的側面の制度は、免許や認可によって正当
性が与えられる。これらの公式な制度に対し、認知的側面の制度は、社会や組織の構成員の
間で流布し、文化的支持が得られることで正当性が与えられる。須田（2005）によると、
制度の認知的側面は Meyer and Rowan（1977）以降、制度化要因として重視されるように
なった。認知的側面では、言葉、合図、身振りなどのシンボルやシンボルに対する共有され
た意味の重要性が強調される。そして意味の共有によって構築された制度が、個人の行動指
針となるとされている（Scott, 1995）。
表 3　制度の三つの側面
規制的側面 規範的側面 認知的側面
服従の基礎 便宜性 社会的義務 当然性
メカニズム 強制的 規範的 模倣的
論理 道具性 適切性 伝統性
指標 規則、法律、制裁 免許、認可 普及、異種同型
正当性の基礎 法的裁可 道徳的支配 文化的支持、概念的正確性
出所： Scott, W. R. (1995) Institutions and Organizations.（河野昭三、板橋慶明訳（1998）『制度と組織』）、
56 頁、表 3-1。
　たとえば、日本の NPO 法によって法人格を付与された NPO 法人は規制的、規範的側面
における正当性を付与されている。1988 年に NPO 法が制定されたことで、法人格を取得
した NPO 法人は「特定非営利活動を行う組織」として制度化されている。特定非営利活動
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とは、「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする活動」を指すため、
NPO 法人は社会的な問題解決のための事業を引き受けるという社会的義務を負っている。
また、企業の行動に対する批判活動も特定非営利活動に含まれるため、NPO 法人は、企業
に起因する不公平な構造や状況を批判するという社会的義務も負っている。つまり NPO 法
人は、「社会的な問題解決のための事業を引き受ける組織」と「企業や政府に起因する不公
平な構造や状況を批判する組織」として規制的、規範的側面において制度化されている。そ
してその役割を果たすことで正当性を付与されている。
　Ossewaade, Nijhof and Heyse（2008）は、NPO のミッションを遂行するために必要な技
術的な専門知識を、NPO が有しているとステイクホルダーから認知されたときに、NPO は
認知的側面における正当性を得られると主張している。たとえば、国境なき医師団やグリー
ンピースは、健康問題や環境問題に特化した技術的な専門知識を有している。そして、その
技術的な専門知識がそれぞれの組織のミッションと一致しているとステイクホルダーから認
知されているため、正当性を得ているのである。また Lister（2003）は、NPO のステイク
ホルダーの関心や期待と NPO の活動が一致していると認知されることで、NPO は認知的
側面における正当性を得ることができると指摘している。つまり NPO が実際に行っている
活動と、ステイクホルダーが NPO に期待している活動が一致していると認知されなければ、
正当性を得ることはできないのである。
　このように NPO が正当性を得るためには、公式な制度に規定されている役割を果たすの
みでなく、ステイクホルダーから期待されている役割を果たしていると認知される必要があ
る。それゆえ、それらの役割と一致する活動を行うことは、NPO が正当性の獲得、維持に
おいて重要である。しかし、企業とのパートナーシップによって NPO が独立性を失ってし
まうと、その正当性を失う可能性がある。なぜなら独立性を失った NPO は、パートナーの
企業にとって有益な結果を生む活動を強要される可能性があり（Andreasen, 1996）、正当性
を付与している役割を果たせなくなるからである。その結果、NPO は正当性を失うことに
なる。たとえば、「企業に起因する不公平な構造や状況を批判する組織」として制度化され
ている NPO は、企業を批判することができなくなれば正当性を失うことになる。
　このように、企業とパートナーシップを形成することで NPO が独立性を失うことは、
NPO がパートナーシップ形成前に付与されていた正当性を失うことにつながる。制度理論
で指摘されているように、組織は正当性なしには存続することが困難である。それゆえ、
NPO は存続の危機に陥ることになるのである（図 4 参照）。
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5.　おわりに
　本稿の目的は、①企業のパートナーシップに関する既存研究をパートナーシップのプロセ
スに沿って整理し、パートナーシップは両組織に対して有益な結果を与えるのみでなく、
NPO に弊害を生じさせる可能性があることを指摘することと、②「なぜパートナーシップ
によって NPO に弊害が生じるのか」をドメインと正当性の概念を明らかにすることであっ
た。既存研究では、「パートナーシップによってどのような成果を得ることができるのか」
あるいは、「どのようなパートナーを選択し、どのようにパートナーシップを形成すれば、
パートナーシップの成果を得ることができるのか」について研究が行われてきた。このよう
に多くの既存研究では、パートナーシップが各組織に有益な結果をもたらすことを前提とし
ている。しかしパートナーシップには弊害も存在する。本稿ではドメインと正当性の概念を
用いて、なぜパートナーシップによって NPO に弊害が生じるのかを明らかにした。
　本稿の貢献は、NPO と企業のパートナーシップに関する既存研究を整理し、これまであ
まり研究が行われてこなかったパートナーシップの弊害に着目し、「なぜ NPO に弊害が生
じるのか」を明らかにしたことである。パートナーシップに関する既存研究は、パートナー
シップの有益な結果に着目してきたため、パートナーシップによって NPO に生じる弊害に
関する研究が不足していた。また、パートナー選択の段階におけるパートナー間のミッショ
ンと資源の不適合に弊害が生じる要因を求める傾向にあった。しかし、パートナーシップの
プロセスはパートナーの選択のみでなく、実行・継続段階も含まれる。本稿では、主に実行・
継続の段階で生じる弊害に着目した。
　本稿の限界は、パートナーシップによって NPO に弊害が生じることは指摘したが、いか
にすればパートナーシップの弊害を生じさせないようにパートナーシップのプロセス全体を
管理できるのかを明らかにしていないことである。2000 年代以降の戦略的提携の議論が、
提携相手の選択あるいは実行段階のみでなく、提携プロセス全体を適切に管理する能力を明
らかにしようとしている（中本、2013）ように、パートナーシップのプロセス全体を適切
に管理する能力を明らかにすることは、パートナーシップの成果を生み出すために重要であ
る。いかにすればパートナーシップの弊害を生じさせないようにパートナーシップのプロセ
ス全体を管理できるのかについては今後の課題であり、実証的な研究を行っていくことも求
図 4　パートナーシップの弊害と正当性
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められるであろう。
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